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今後の地球温暖化による台風の大規模化等に伴って，特に資産の集中する大都市圏での水災規模が拡大

する可能性が高く，気候変動影響への適応策と緩和策を同時に検討することが急務となっている．本研究

では，東京都市圏を対象に，土地利用規制による緩和策（都市集約化），適応策（水害リスク低減）とと

もに，PV・EV導入による緩和策を想定したシナリオ分析に基づき，家計最終需要に伴うCO2排出量を直

接・間接の両面から地区単位で定量的に評価した．分析の結果，土地利用規制としての緩和策と適応策は

シナジー効果が得られる可能性があるが，PV・EV導入の緩和策を加えた場合には，緩和策と適応策はむ

しろトレードオフの関係になる可能性があり，その両立の方策を検討することが重要であることが示され

た． 
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1. はじめに 

 

昨今頻発している異常気象の原因ともなっている気候

変動が，今後さらに深刻化して行くことが科学的に予想

されている中，大都市（Megacity）における水害リスク

に対する脆弱性の克服と，気候変動に対する緩和・適応

策を同時に進めていくことが喫緊の課題となっている．

現状では，残念ながら，地球規模で有効な緩和策（CO2

削減）の実施に目処がついていない状況であり，産業革

命以前に比べて今世紀中に平均気温が４℃程度上昇する

気候変動影響に備える必要が議論され始めている． 

今後さらに大規模化する台風などによる集中豪雨等の

異常気象が海面上昇（さらには津波）が重複発生した場

合，これまでの都市計画では対処に限界があるため，水

災頻度・規模変化などのリスク特性と，土地利用変化を

はじめとする社会システムの脆弱性について予測・評価

を実施し，大都市圏における気候変動影響への緩和・適

応策のシナジーとトレードオフを検討することが急務と

なっている． 

都市計画の分野では，国際的には，Auckland Sustaina-

bility Framework
1)，"Future Megacities" ProgrammeのMegacity 

Research Project TP. Ho Chi Minh 
2)，Suburban Neighbourhood 

Adaptation to Changing Climate (SNACC)
3)等のプロジェクト

において適応策が検討されている．特に水害に関しては，

個々の建築物の浸水被害対策を行うのみでなく，土地利

用計画と連携させることで水害対策を強化する地域と低

度利用に留める地域との区別を意図的に導入し，緩和策

と適応策を両立できる可能性が検討されている．実務的

事例として，スイスでは浸水の危険度に応じた土地利用

規制が行われており，この方式は，ドイツ・ザクセン州，

ニカラグア，エクアドル，チェコでも採用されている．

日本でも名古屋市等で水害危険区域指定と建築物規制が

行われている4)が，緩和策，特にコンパクトシティのよ

うな土地利用施策との連携の視点は入っていない．特に，

東京都市圏では，人口・資産が集中し，東京，神奈川，

千葉のみでも世帯数は全国の２割以上を占めている．大

都市圏の特に沿岸部では，海抜0m地帯にも，近年，多

くの住宅や事業所が立地し，洪水，高潮，さらには津波

などによる被害が発生し大きくなることが想定される． 

このような状況において，土地利用政策による水害リ

スク管理に関する定量的分析として，地方都市を対象に，

水害リスクの高い地区から撤退し都市コンパクト化を進
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めた場合の自動車燃料消費量の削減効果が算出されてい

る5)．都市のコンパクト化によって，自動車による燃料

消費量やCO2排出量だけでなく，その他のエネルギー利

用に係るCO2排出量も削減できる可能性がある．またこ

の際，緩和策の評価で用いるCO2排出量に関しては，1)

エネルギー転換や製造・運輸等に伴う排出量を排出場所

に割り付けた直接排出量と，2)エネルギーや製造物等使

用するユーザー（家計等の最終需要）に，それぞれの消

費量に応じて割り付けた間接排出量の2つの概念があり，

エネルギーの消費者の責任や対策の視点からは，間接排

出量の概念も重要であるため本研究では2つの観点から

評価を実施することとした． 

また，東日本大震災後の現在は，気候変動緩和策とし

ての視点以上に，電力需給調整への関心の高まりもあり，

太陽光発電（photovoltaic, PV）や，電気自動車（Electric 

vehicle, EV）の大規模な導入・普及がもたらすCO2削減効

果と節電効果も推計することが重要となっている． 

このような背景を踏まえ，本研究では，東京都市圏を

対象に，土地利用規制（コンパクト化）における緩和策

（CO2削減），適応策（水害リスクの軽減）とともに，

PV，EV導入による緩和策を想定した2050年のシナリオ

分析に基づき，町丁目単位で家計最終需要に伴う直接

CO2排出量・間接CO2排出量の両面から定量的に評価す

ることを目的とする． 

 

 

2. 使用データと分析方法 

 

(1) CO2排出量の推計方法 

家計支出に関する統計として，本研究では2005年の家

計調査のデータを利用した．これは毎年行われている全

国規模の調査であり，世帯ごとに1世帯当たり1か月ごと

の品目別の収支金額が年間にわたって調査されている． 

この品目別の家計消費支出額から間接CO2排出量を算

出するため，2005年の3EIDデータ)を対応させた．3EID

は産業連関表を利用した環境負荷原単位を収録したもの

で，本研究では購入者価格ベースの原単位を利用した． 

家計調査と3EIDは品目の分類が異なるため，それら

を独自に対応させ，表-1のような品目分類，品目数につ

いて，間接CO2排出量を算出することとした．家計調査

項目の支出額ごとの対応する3EID項目のCO2排出原単位

を乗じて，支出額ベースの間接CO2排出量を算出し，式

(1)を用いて町丁目単位で推計した．直接CO2排出量につ

いては，3EID記載の原燃料種別の家計消費支出部門で

のCO2排出原単位を用いて計算した． 

    ∑    ∑    (         )    (1) 

CEi: 地区 iにおける合計CO2 排出量 (kg-CO2/year) 

Hij:地区 iの世帯数 

Eijk: 地区 iの品目 k の世帯毎家計消費支出(円/ year) 

icik: 品目 k の間接CO2排出原単位(kg-CO2/円) 

dcik: 品目 k の直接CO2排出原単位(kg-CO2/円) 

 

(2) 土地利用モデル 

 将来の電力需要・PV供給可能量，CO2排出量をシミュ

レーションするために，建物床・土地・人口の分布を同

時に算出できる，土地利用モデル（住宅立地モデル）を

構築した．モデルの概要を図-1に示す．モデルは，家計，

土地供給者，ディベロッパーの行動モデルであり，3主

体はそれぞれ効用最大化，利潤最大化，利潤最大化行動

をとる． 

 市場としては，建物市場と土地市場を考慮しており，

表-1 排出量推計における各分類ごとの品目数 

分類 
品目数 

直接排出 間接排出 

食料     

 

穀類 6   

 

魚介類 5   

 

肉類 6   

 

乳卵類 3   

 

野菜・海藻 9   

 

果物 1   

 

油脂・調味料 2   

 

菓子類 1   

 

調理食品 13   

 

飲料 3   

 

酒類 4   

 

外食 12   

  賄い費 1   

住居 2   

光熱・水道 6 3 

 

電気 (1)   

 

都市ガス (1) (1) 

 

プロパンガス (1) (1) 

 

灯油 (1) (1) 

 

上下水道料 (1)   

  その他 (1)   

家具・家事用品 31   

被服及び履物 8   

保健医療 8   

交通・通信     

 

公共交通 10   

 

自動車等 13 1 

 

 （ガソリン） (1) (1) 

  通信 6   

教育 12   

教養娯楽 47   

その他 27   

( )：内訳 
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モデル構造は宮城ら (2010)
7)
 と同様であるが，本研究の

モデルは東京都市圏町丁目単位で構築した立地モデルで

あるため，交通モデルは組み込まれていない．東京都市

圏の町丁目数は22603となっている． 

 建物市場で最適な賃料が決定されると，その賃料を反

映した間接効用関数と地域固有変数（容積率，最寄駅距

離，ゾーン面積の自然対数，平均標高，平均傾斜，地震

リスク（30年以内に震度6弱の地震が発生する確率），

後述する液状化ポテンシャル，小売販売額）を誘因とし

てロジットモデルを用いた立地選択が行われる．入力デ

ータ，効用関数の関数形等の詳細については，本稿の趣

旨からはずれるため詳細は省略することとする．これに

ついてはYamagata and Seya (2012) 
8)を参照されたい． 

 

 

3. シナリオの設定 

 

2050年を想定し，以下の土地利用シナリオ，PV・EV

導入シナリオを組み合わせ，土地利用モデルを用いて分

析を行った．将来の人口減少を考慮するため，国立社会

保障・人口問題研究所の予測9)を参考に2050年の東京都

市圏の人口を予測した． 

 

(1) 土地利用シナリオ 

a) なりゆきシナリオ（BAU） 

2050年も現状のまま郊外開発が継続した場合を想定す

る． 

b) 緩和シナリオ（Mit.） 

駅から250m未満の地区への居住者に年10万円の補助

金を導入することで，都心と駅周辺への居住を促進する

とともに，駅から500m以上の地区では，土地供給可能

面積（市街化区域等）を50%削減することで，郊外は立

地抑制を行う．都市コンパクト化施策の導入によって，

駅から250m未満の地区の居住者は自動車利用が抑制さ

れる． 

c) 適応シナリオ（Ad.） 

水害リスクが高い地域で土地供給面積（市街化区域）

を半分にする．具体的には，若松ら10)の方法に基づいて

液状化リスク（0:なし，1:小，2:中，3:大）を計算し（図

-2），2，3の土地供給面積を半分にした． 

d) 緩和＋適応シナリオ（Mit.+Ad.） 

上述の緩和シナリオと適応シナリオをともに行う場

合を想定した． 

 

(2) PV・EV導入シナリオ 

EVが普及し，ガソリン乗用車がEVに置き換わる場合

を想定した．EVを購入した世帯では，ガソリン購入に

よる間接排出量・直接排出量がなくなり，充電時の電気

代による間接排出量が増加する（表-2）． 

PVについては，一戸建ての屋根にパネルを設置し，

電力を賄う場合を想定した．式(2)，(3)によってPVによ

る発電量を計算し，PV発電分の電力を節約できたと考

えた．PV算出量は横井ら(2010)
11)の方法を用いて求めた．  

ただし，PV設置面積は，土地利用モデルから内生的

に算出される土地面積×建蔽率で仮想的な建物1階面積

を計算し，それに設置率（0.3）×1/cos30
 

oとして算出し

た． 

EV，PVを導入しないシナリオを「1」，導入したシナ

リオを「2」とし，EV，PVの普及率については，比較の

ため表-3の4つのシナリオで計算を行った． 

 

 
図-1 土地利用モデルの概要 

 
図-2 液状化リスク計算結果 

 
表-2 ガソリン自動車とEVのCO2排出量の比較 

車種 CO2 排出量(gCO2/km) 

ガソリン車 136.0  注1 

EV (Lief) 62.1  注2 

EV (i-MiEV) 55.1  注3 

注1： 平均燃費: 17.0km/L (国土交通省資料 12)を参考に算出) 

注2： 交流電力量消費率: 124Wh/km13) 

注3： 交流電力量消費率: 110Wh/km14) 

(JC08 mode) 

   
表-3 PV・EV普及率シナリオ 

普及率シナリオ EV普及率 (%) PV普及率 (%) 

i 100 100 

ii 50 50 

iii 100 50 

iv 100 30 
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4. 分析結果と考察 

 

土地利用モデルを用い，設定した土地利用シナリオに

基づいて各パラメータを算出した結果，人口分布は図-3，

図-4，図-5のようになった．分析結果として，合計CO2

排出量（直接CO2排出量と間接CO2排出量を合計した値）

の空間分布について，まず，比較のベースとなるBAU1

を図-6に示す．結果の一例として，EV普及率100%，PV

普及率50％としたBAU2-iii，Mit.2-iii，Ad.2-iii，Mit.+Ad.2-iii

の場合の合計CO2排出量の分布を，それぞれ図-7，図-8，

図-9，図-10に示す．また，東京都市圏全体の直接CO2排

出量・間接CO2排出量を図-11に示す． 

PV・EV導入あり（シナリオ2）の場合，EV導入によ

りガソリンによる直接・間接排出量が減少するが，その

代わりに，EV充電時の電力利用による間接排出量が増

加する．PV導入では，世帯の生活に係る電力需要の一

部あるいは全部をPV発電分で賄える（今まで電力会社

の電力を使っていた分を節約できる）ため，電力利用に

よる間接排出量が減少することになる． 

PV・EV導入なし（1）の場合，BAUでも，東京都市

圏全体の人口減少に伴いCO2排出量が削減される．そし

て，緩和（Mit.），適応（Ad.），緩和＋適応（Mit.+Ad.）

ともに，BAUよりもさらにCO2排出量が削減されること

がわかる．緩和と適応を比較すると緩和のほうが削減率

は高いが，緩和＋適応を同時に行うことで，僅かながら

緩和シナリオ単独よりも高いCO2排出量削減効果が得ら

れることがわかった． 

PV・EV導入あり（2）の場合，緩和の場合はBAUよ

りもCO2排出量が削減されるが，適応の場合はBAUより

もCO2排出量が多くなり，緩和＋適応でもBAUよりも

CO2排出量が多くなる，という結果が得られた．これは，

水害リスクの高い地域で市街化区域面積を縮退（半分に）

させているため，結果として，土地面積が減って，かつ

戸建て住宅が減り，それに伴ってPV発電可能量が減り，

CO2排出量が増えたためである．緩和策と適応策の両立

の方策を考えていく必要がある． 

 

 

5. おわりに 

 

本研究では，大都市圏を対象に，都市集約化やPV・

EV導入による緩和策，土地利用規制における水害リス

クへの適応策を想定したシナリオ分析を行い，家計最終

需要に伴う直接排出量・間接排出量の両面から，町丁目

単位で定量的評価を行った． 

その結果，CO2排出量削減の観点からは，土地利用規

制としての緩和策と適応策はシナジー効果が得られる可

 
図-3 人口分布の比較（Mit./BAU） 

 
図-4 人口分布の比較（Ad./BAU） 

 
図-5 人口分布の比較（Mit.+Ad./BAU） 
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能性があるが，PV・EV導入という意味での緩和策を加

えた場合には，PVの導入方法次第では，緩和策と適応

策はむしろトレードオフの関係になる可能性が高いこと

が示された．今後は，縮退による土地面積の余剰分をメ

ガソーラーに振り分けることや，集合住宅でのPV普及

の推進等により，緩和策と適応策を両立させる方策を考

えていく必要がある． 

また，時間変化，生活時間帯の異なる世帯間の電力融

通15)，EVの蓄電池利用，QOLの観点から都市全体で総合

的に評価することが重要である．また，シナリオを実際

の政策として現実化していくためには，各シナリオをコ

ストベネフィットの観点から比較検討することも重要で

あるが，そのためには広域においてハザードマップ等の

より詳細な水害リスク情報が必要となる．これについて

は今後の課題としたい． 
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図-6 合計CO2排出量の空間分布 
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図-7 合計CO2排出量の空間分布 
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図-8 合計CO2排出量の空間分布 
（Mit.2-iii：緩和シナリオ，PV・EV導入あり， 

EV普及率100%，PV普及率50％） 

 

 
図-9 合計CO2排出量の空間分布 
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図-10 合計CO2排出量の空間分布 
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EV普及率100%，PV普及率50％） 
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図-11 分析結果（直接CO2排出量，間接CO2排出量の比較） 
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